　

１　法定相続人
　民法の規定により、相続人になれる人の範囲と順位が決まっています。

　そして、この相続人のことを「法定相続人」と言います。（法定相続の場合には、法定相続人の間の遺産分割協議により遺産が分割されます。）
 [法定相続人の順位]
■第１順位の相続人　　子（直系卑属）と配偶者
　　　　　　　　　　　　※子には、胎児、養子、非嫡出子も含まれます。

■第２順位の相続人　　被相続人の父母（直系尊属）と配偶者
■第３順位の相続人　　被相続人の兄弟姉妹（傍系血族）と配偶者
　配偶者は常に相続人となり、父母と兄弟姉妹は上の順位の相続人（子）がいない場合にのみ相続人となります。
※代襲相続
　子が死亡している場合には、子の直系卑属（孫など）、父母が死亡している場合には父母の直系尊属、兄弟姉妹が死亡している場合には兄弟姉妹の子（被相続人の甥姪まで）が各々の相続権を引継いで相続人になります。
※相続と遺言

　相続の手続は、遺言がある場合とない場合とで大きく異なります。

　遺言がある場合、遺産は、原則として遺言で指定されたとおりに分割されますので、相続人、受遺者の間の遺産分割についての話合い（遺産分割協議）は不要となります。

２　相続の対象
　相続の対象となる財産には、不動産、現金、預貯金、株券などの積極財産だけではなく、借入金、損害賠償等の消極財産も含まれます。

　そのため、積極財産より消極財産の額が多いときでも、全ての債務を受け継ぐことになります。このようなときは、積極財産、消極財産のどちらも相続しない方法（相続放棄）があります。
３　法定相続分
　それぞれの相続人が受け継げる相続分については、「法定相続分」といいます。

[法定相続分]
■子と配偶者が相続人　　　子２分の１、配偶者２分の１
※ 嫡出でない子の相続分は嫡出である子の相続分の２分の１とし、父母の一方のみを同じくする兄弟姉妹の相続分は、父母の双方を同じくする兄弟姉妹の相続分の２分の１とする。
■父母と配偶者が相続人　　父母３分の１、配偶者３分の２
■兄弟姉妹と配偶者が相続人　兄弟姉妹が４分の１、配偶者が４分の３
４　相続の承認・放棄
　相続人は、相続の開始を知った時から３か月以内に、単純もしくは限定の承認または放棄をしなければなりません。（ただし、この期間は利害関係人または検察官の要求によって家庭裁判所において伸ばすことができます。）
　また、相続人は、承認または放棄をする前に、相続財産の調査をすることができます。

■単純承認：相続人が被相続人（亡くなった人）の土地の所有権等の権利や借金等の義務をすべて受け継ぐ
■限定承認：被相続人の債務がどの程度あるか不明であり，財産が残る可能性もある場合等に、相続人が相続によって得た財産の限度で被相続人の債務の負担を受け継ぐ
■相続放棄：相続人が被相続人の権利や義務を一切受け継がない
　　　　　　※相続の放棄をする場合、家庭裁判所に申述しなければならない。

※相続回復請求権

　相続回復の請求権は、相続人またはその法定代理人が相続権を侵害された事実を知った時から５年間これを行わないときは、時効によって消滅します。相続開始のときから２０年を経過したときも同様となります。

５　相続人の不存在
　相続人のあることがあきらかでないときは、相続財産はこれを法人とします。

　利害関係人または検察官の請求により、家庭裁判所は相続財産管理人を選任して、遅滞なく管理人の選任を公告しなければなりません。
６　相続の欠格・廃除
相続の欠格：法で定められた相続の欠格の要件に該当した人は相続人になることはできません。

[欠格の要件]
１．故意に被相続人または相続について先順位もしくは同順位にある者を死亡させ、または死亡させようとしたために、刑に処せられた者。
２．被相続人が殺害されたことを知って、これを告発せず、または告訴しなかった者。ただし、その者に是非の弁別がないとき、または殺害者が自己の配偶者もしくは直系血族であったときを除きます。

３．詐欺または脅迫によって被相続人に遺言をさせたり、遺言を取消させたり、変更させたりした者。

４．相続に関する被相続人の遺言書を偽造・変造・破棄したり、隠したりした者。

以上に該当すれば、手続を経なくとも相続人となることはできません。また受遺者になることもできません。
相続の廃除：被相続人自らの請求に基づいて、家庭裁判所がその者の相続権を剥奪します。例えば、被相続人が生前、相続人から虐待を受けていたなどといった場合、被相続人は家庭裁判所にその相続人の廃除を請求することができます。

家庭裁判所による廃除の審判があると相続人は相続権を失います。
廃除されれば、遺留分を主張することもできません。

なお、被相続人は、生前の請求または遺言によっていつでも廃除の取消しを請求することができます。
[日本公証人連合会HP（http://www.koshonin.gr.jp/）等参照]







































































































































































































































































































































































































































































































５　[参考]相続について
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